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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第65期

第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 2022年２月１日
至 2022年４月30日

自 2023年２月１日
至 2023年４月30日

自 2022年２月１日
至 2023年１月31日

売上高 (千円) 17,571,097 19,716,548 64,221,452

経常利益 (千円) 952,458 816,458 793,880

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 654,872 545,202 459,763

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 664,875 598,503 766,468

純資産額 (千円) 29,878,197 29,316,686 29,414,299

総資産額 (千円) 43,581,584 44,268,220 41,858,043

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 13.81 11.45 9.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 68.6 66.2 70.3

(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３ １株当たり情報の算定上の基礎となる「普通株式の期中平均株式数」は、「役員報酬ＢＩＰ信託口・７６３

７７口」（以下、「ＢＩＰ信託」といいます。）及び「丹青社従業員持株会専用信託口」（以下、「従持信

託」といいます。）が所有する当社株式を控除しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（2023年２月１日～2023年４月30日）における我が国経済は、新型コ

ロナウイルス感染症の規制緩和等により、持ち直しの動きがみられたものの、世界的な金融引締め

等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクもあり、依然として先行きは不

透明な状況が続いております。

当ディスプレイ業界の事業環境につきましても、個人消費、企業の販促投資は持ち直しの動きが

みられたこと等により、需要の回復の兆しが見えてきました。しかしながら、エネルギー、原材料

価格の高騰等、コスト上昇リスクも高まっており、先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況のもと当社グループは、従業員並びに当社関係者の安全確保を最優先に、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止に配慮した上で、中期経営計画（2022年１月期～2024年１月期）に

基づき、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による環境変化に柔軟に対応しながら、早期の業績

回復の実現と更なる企業価値の向上を目標に事業活動を展開してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績については次のとおりとなりました。

（売上高）

売上高は、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限が緩和されたことにより、前

年同四半期に比べ需要は回復し、197億16百万円（前年同四半期比12.2％増）となりました。

（売上総利益）

売上総利益は、売上高の増加に伴い33億52百万円(前年同四半期比4.5％増)となったものの、売上

総利益率は、厳しい受注環境が続くなか、収益性の低い案件が増加したこと並びにエネルギーや資

材価格の高騰等による影響を受けたため、前年同四半期を下回り、17.0％（前年同四半期は

18.3％）となりました。

（営業利益）

営業利益は、主に賃上げにより人件費が増加したこと等により、８億円（前年同四半期比15.6％

減）となりました。

（経常利益）

営業外損益は、営業外収益を34百万円計上したものの、営業外費用は17百万円となり、営業外収

益から営業外費用を差し引いた営業外損益の純額は16百万円の利益（前年同四半期比281.6％増）と

なりました。

この結果、経常利益は８億16百万円（前年同四半期比14.3％減）となりました。
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（親会社株主に帰属する四半期純利益）

特別損益は、債務保証損失引当金戻入額による特別利益を計上したことにより、特別損益の純額

は、13百万円（前年同四半期比1,410.1％増）となりました。

法人税、住民税及び事業税は４億34百万円（前年同四半期比29.1％減）、法人税等調整額は△１

億50百万円（前年同四半期は△３億15百万円）となりました。

この結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億45百万円（前年同四半期比16.7％減）とな

りました。

 

報告セグメントごとの状況については次のとおりであります。

（商業その他施設事業）

商業その他施設事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限が緩和

されたことにより、前年同四半期に比べ需要は回復し、主にショッピングセンター・専門店ビル等

の大型店や、ホテル、駅ビル、空港関連施設等の新改装案件が増加し、売上高、セグメント利益と

もに前年同四半期を上回りました。

この結果、商業その他施設事業の売上高は113億27百万円（前年同四半期比31.2％増）、セグメン

ト利益は４億54百万円（前年同四半期比156.7％増）となりました。

（チェーンストア事業）

チェーンストア事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限が緩和

されたことにより、前年同四半期に比べ需要は回復し、売上高は前年同四半期を上回りましたが、

セグメント利益は厳しい受注環境が継続していることもあり、前年同四半期を下回りました。

この結果、チェーンストア事業の売上高は56億32百万円（前年同四半期比11.9％増）、セグメン

ト利益は２億95百万円（前年同四半期比15.8％減）となりました。

（文化施設事業）

文化施設事業においては、収益性の高い案件が減少したこと等により、売上高、セグメント利益

ともに、前年同四半期を下回りました。

この結果、文化施設事業の売上高は26億59百万円（前年同四半期比30.3％減）、セグメント利益

は12百万円（前年同四半期比96.9％減）となりました。

（その他）

その他においては、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限が緩和されたことに

より、ディスプレイ業以外の事務サービス等についても前年同四半期に比べ需要は回復し、売上

高、セグメント利益ともに前年同四半期を上回りました。

この結果、その他の売上高は97百万円（前年同四半期比9.4％増）、セグメント利益は35百万円

（前年同四半期比13.1％増）となりました。
 

(2) 財政状態の分析

資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて5.8％増加し、442億68百万円となりました。こ

れは、主に現金預金が11億３百万円、受取手形・完成工事未収入金等が11億68百万円、未成工事支

出金等が２億８百万円それぞれ増加したことによるものであります。

負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて20.2％増加し、149億51百万円となりました。こ

れは、主に支払手形・工事未払金等が12億89百万円、未成工事受入金が６億50百万円それぞれ増加

したことによるものであります。

純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて0.3％減少し、293億16百万円となりました。

これは、主に利益剰余金が１億76百万円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんの

で、記載を省略しております。

 

(4) 優先的に対処すべき事業及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課

題について、重要な変更はありません。

 

(5) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第１四半期連結累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針について重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

（受注実績）

 当第１四半期連結累計期間において、チェーンストア事業の受注実績が著しく増加しておりま

す。これは、主に前年同四半期に比べ、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限

が緩和されたことにより、需要が回復したためであり、当第１四半期連結累計期間のチェーンス

トア事業の受注実績は62億21百万円（前年同四半期比39.2％増）であります。

（売上実績）

 当第１四半期連結累計期間において、商業その他施設事業の売上実績が著しく増加しておりま

す。これは、主に前年同四半期に比べ、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の制限

が緩和されたことにより、需要が回復したためであり、当第１四半期連結累計期間の商業その他

施設事業の売上実績は113億27百万円（前年同四半期比31.2％増）であります。また、文化施設事

業の売上実績は著しく減少しております。これは、主に前年同四半期に比べ、大型案件が減少し

たためであり、当第１四半期連結累計期間の文化施設事業の売上実績は26億59百万円（前年同四

半期比30.3％減）であります。

（手持実績）

 当第１四半期連結累計期間において、チェーンストア事業の手持実績が著しく増加しておりま

す。これは、主に当第１四半期連結累計期間での受注実績が著しく増加したためであり、当第１

四半期連結累計期間のチェーンストア事業の手持実績は44億77百万円（前年同四半期比77.4％

増）であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、締結及び変更等はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 187,200,000

計 187,200,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,424,071 48,424,071
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 48,424,071 48,424,071 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年２月１日～
2023年４月30日

― 48,424,071 ― 4,026,750 ― 4,024,840

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（2023年１月31日）に基づく株主名簿

による記載をしております。
 

① 【発行済株式】

    2023年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 317,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,019,800 480,198 －

単元未満株式 普通株式 86,571 － －

発行済株式総数  48,424,071 － －

総株主の議決権  － 480,198 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,700株(議決権97個)含まれて

おります。

２ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、ＢＩＰ信託が保有する当社株式322,900株(議決権3,229個)が

含まれております。

３ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、従持信託が保有する当社株式184,700株(議決権1,847個)が含

まれております。

４ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    2023年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社丹青社

東京都港区港南
１－２－70

317,700 － 317,700 0.66

計 － 317,700 － 317,700 0.66

（注） 自己名義所有株式数には、ＢＩＰ信託が保有する当社株式322,900株、及び従持信託が保有する当社株式

184,700株を含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年２月

１日から2023年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年２月１日から2023年４月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2023年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,443,047 14,546,978

受取手形・完成工事未収入金等 15,298,480 ※１ 16,466,616

有価証券 3,700,000 3,400,000

未成工事支出金等 1,648,872 1,857,329

その他 443,768 559,657

貸倒引当金 △14,978 △16,021

流動資産合計 34,519,190 36,814,561

固定資産   

有形固定資産 705,854 698,803

無形固定資産 242,129 237,592

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 3,555,555 3,638,239

その他 2,890,477 2,934,188

貸倒引当金 △55,164 △55,164

投資その他の資産合計 6,390,868 6,517,263

固定資産合計 7,338,852 7,453,659

資産合計 41,858,043 44,268,220

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,363,534 ※１ 8,652,816

１年内返済予定の長期借入金 － 191,010

未払法人税等 153,033 480,291

未成工事受入金 674,581 1,325,033

賞与引当金 1,030,777 567,590

その他の引当金 241,314 368,097

その他 1,775,600 2,613,351

流動負債合計 11,238,841 14,198,191

固定負債   

長期借入金 191,010 －

退職給付に係る負債 13,492 14,314

役員株式給付引当金 67,595 －

債務保証損失引当金 60,745 －

その他 872,059 739,028

固定負債合計 1,204,903 753,342

負債合計 12,443,744 14,951,533

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,026,750 4,026,750

資本剰余金 4,024,974 4,024,974

利益剰余金 21,758,270 21,581,877

自己株式 △653,600 △628,120

株主資本合計 29,156,394 29,005,482

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 652,641 671,884

為替換算調整勘定 47,614 64,923

退職給付に係る調整累計額 △442,351 △425,602

その他の包括利益累計額合計 257,904 311,204

純資産合計 29,414,299 29,316,686

負債純資産合計 41,858,043 44,268,220
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年２月１日
 至 2022年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年２月１日
 至 2023年４月30日)

売上高 17,571,097 19,716,548

売上原価 14,362,722 16,363,724

売上総利益 3,208,375 3,352,824

販売費及び一般管理費 2,260,225 2,552,807

営業利益 948,149 800,016

営業外収益   

仕入割引 8,354 9,409

その他 25,279 24,627

営業外収益合計 33,634 34,037

営業外費用   

為替差損 － 10,824

その他 29,325 6,770

営業外費用合計 29,325 17,595

経常利益 952,458 816,458

特別利益   

投資有価証券売却益 2,273 －

債務保証損失引当金戻入額 28,642 13,711

特別利益合計 30,916 13,711

特別損失   

投資有価証券評価損 30,008 －

特別損失合計 30,008 －

税金等調整前四半期純利益 953,366 830,170

法人税、住民税及び事業税 613,523 434,997

法人税等調整額 △315,029 △150,029

法人税等合計 298,494 284,967

四半期純利益 654,872 545,202

親会社株主に帰属する四半期純利益 654,872 545,202
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年２月１日
 至 2022年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年２月１日
 至 2023年４月30日)

四半期純利益 654,872 545,202

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,224 19,242

繰延ヘッジ損益 1,966 －

為替換算調整勘定 231 17,308

退職給付に係る調整額 17,028 16,749

その他の包括利益合計 10,003 53,300

四半期包括利益 664,875 598,503

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 664,875 598,503
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第31号 2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計

基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これにより四半期連結財務

諸表に与える影響はありません。
 

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

当社は、2019年４月23日開催の第61期定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役、監

査等委員である取締役及び国外居住者は除きます。以下、「取締役」といいます。）を対象とし

て、報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な企業価値向上への貢献意欲を

高めるとともに、株主の皆様との利害共有を図ることを目的として、業績連動型株式報酬制度

（以下、「本制度」といいます。）を決議し導入しております。
 

１ 取引の概要

 本制度は、役員報酬ＢＩＰ信託と称される仕組みを採用いたします。役員報酬ＢＩＰ信託と

は、欧米の業績連動型株式報酬（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬

（Restricted Stock）制度と同様に、役位や中期経営計画における業績目標の達成度等に応じ

て、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を取締役に交付及び給付するものであり

ます。
 

２ 信託に残存する当社の株式

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）によ

り、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

前連結会計年度407,344千円、322,952株、当第１四半期連結会計期間407,344千円、322,952株

であります。
 

（従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引）

当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的

として、従業員持株会に信託を通じて当社の株式を交付する取引「信託型従業員持株インセン

ティブ・プラン（E-Ship®）」を行っております。
 

１ 取引の概要

 当社は、持株会に加入するすべての従業員を受益者とする従持信託を設定いたします。従持

信託は、2021年９月より２年５ヵ月間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を

取得し、持株会に売却を行うものであります。信託終了時に、株価の上昇により譲渡利益等が

生じた場合には、受益者適格要件を満たす者に分配されます。株価の下落により譲渡損失等が

生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証事項に基づき、当社が銀行

に対して一括して弁済することになっております。
 

２ 信託に残存する当社の株式

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により

純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連

結会計年度166,172千円、184,700株、当第１四半期連結会計期間140,621千円、156,300株であ

ります。
 

３ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 前連結会計年度191,010千円、当第１四半期連結会計期間191,010千円
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日は金融機関休業日であり、当第１四半期連結会計期間末

日満期手形の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年4月30日)

受取手形 －千円 29,970千円
支払手形 －千円 9,680千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年２月１日
至 2023年４月30日)

減価償却費 40,499千円 37,571千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2022年２月１日 至 2022年４月30日）

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年４月26日
定時株主総会

普通株式 625,384 13.00 2022年１月31日 2022年４月27日 利益剰余金

(注） 2022年４月26日の定時株主総会の決議による配当金の総額には、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式に

対する配当金9,239千円が含まれております。

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの
 

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 2023年２月１日 至 2023年４月30日）

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年４月26日
定時株主総会

普通株式 721,595 15.00 2023年１月31日 2023年４月27日 利益剰余金

(注）2023年４月26日の定時株主総会の決議による配当金の総額には、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式に

対する配当金7,614千円が含まれております。

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの
 

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 2022年２月１日 至 2022年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
商業その他
施設事業

チェーン
ストア事業

文化施設
事業

計

売上高         

一時点で移転
される財又は
サービス

813,832 330,050 584,178 1,728,061 89,366 1,817,428 － 1,817,428

一定の期間にわ
たり移転される
財又はサービス

7,805,085 4,704,369 3,232,155 15,741,611 － 15,741,611 － 15,741,611

顧客との契約から
生じる収益

8,618,918 5,034,420 3,816,333 17,469,672 89,366 17,559,039 － 17,559,039

その他の収益
(注)４

12,058 － － 12,058 － 12,058 － 12,058

外部顧客への
売上高

8,630,976 5,034,420 3,816,333 17,481,730 89,366 17,571,097 － 17,571,097

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 587,475 587,475 △587,475 －

計 8,630,976 5,034,420 3,816,333 17,481,730 676,842 18,158,572 △587,475 17,571,097

セグメント利益 177,206 350,777 389,840 917,824 31,656 949,480 △1,331 948,149

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事務機器等のレンタル・販

売、労働者の派遣、Ｗｅｂサイトを活用した情報サービス等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△1,331千円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４ その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)に基づく賃貸収入が含まれて

おります。
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当第１四半期連結累計期間（自 2023年２月１日 至 2023年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
商業その他
施設事業

チェーン
ストア事業

文化施設
事業

計

売上高         

一時点で移転

される財又は
サービス

934,604 359,702 503,590 1,797,897 97,759 1,895,656 － 1,895,656

一定の期間にわ
たり移転される
財又はサービス

10,389,213 5,272,346 2,155,798 17,817,358 － 17,817,358 － 17,817,358

顧客との契約から
生じる収益

11,323,817 5,632,048 2,659,388 19,615,255 97,759 19,713,014 － 19,713,014

その他の収益
(注)４

3,533 － － 3,533 － 3,533 － 3,533

外部顧客への
売上高

11,327,351 5,632,048 2,659,388 19,618,789 97,759 19,716,548 － 19,716,548

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 644,654 644,654 △644,654 －

計 11,327,351 5,632,048 2,659,388 19,618,789 742,413 20,361,202 △644,654 19,716,548

セグメント利益 454,909 295,457 12,058 762,424 35,814 798,239 1,776 800,016

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事務機器等のレンタル・販

売、労働者の派遣、Ｗｅｂサイトを活用した情報サービス等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額1,776千円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４ その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)に基づく賃貸収入が含まれて

おります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のと

おりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 2022年２月１日
至 2022年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2023年２月１日
至 2023年４月30日）

１株当たり四半期純利益  （円） 13.81 11.45

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （千円） 654,872 545,202

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（千円） 654,872 545,202

普通株式の期中平均株式数  （株） 47,414,126 47,617,443

（注） １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益の算定に用いられた「普通株式の期中平均株式数」は、ＢＩＰ信託及び従持信託

が所有する当社株式を控除しております。

 当第１四半期連結累計期間において、１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平

均株式数は488,844株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年６月13日

株式会社丹青社

取締役会 御中

 

 

 

有限責任監査法人トーマツ

     東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 滝 沢 　勝 己

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田 嶌 　照 夫

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社丹青社の2023年２月１日から2024年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（2023年２月１日から2023年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年２月１日から2023年

４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丹青社及び連結子会社の

2023年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表にお

いて、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適

正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求

められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期

連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評

価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証

拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関

して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上

 

 

 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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